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 １． はじめに 

 RC 構造物では、コンクリートの乾燥収縮等により部材に変形が生じる。乾燥収縮等による部

材の変形量は、部材の長さに伴い増加する。一般的な寸法の建物では、変形量が小さいため大き

な問題とはならない。しかし、長大な建物では、変形量が大きくなるため注意が必要である。 
 また、免震構造物では一般の建物に比べて、部材の水平方向の拘束度が小さいため乾燥収縮に

より基礎梁に収縮変形が生じ、それに伴い免震装置にも水平変形が生じる。免震装置の水平変形

は、構造性能に影響を及ぼす可能性があるため注意が必要である。しかしながら、免震装置の施

工時の挙動を報告した例はほとんどない[1]。 
ここでは大型免震構造物の施工に際し、基礎梁の乾燥収縮による免震装置の水平変形を計測し、

解析プログラムなどから導き出された解析結果と計測値との比較・検討を行ったものである。 
 

 ２． 建物概要と計測方法 

 ２．１ 建物概要 
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 免震装置５  基礎梁２  対象とした建物の平面図を図－１

に示す。建物は 80ｍ×120ｍの平面形

状を持ち、地下 1 階、地上８階のやや

複雑な形状をした平面面積の大きい

建物である。地下１階で合計 130 基

の鉛入り積層ゴム、および天然積層ゴ

ムによって支えられている。 
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 コンクリートの打設は図に示した

工区分けにより順次行なわれ、主要部

位に使用されたコンクリートは呼び

強度が 30、および 33Ｎ/mm2である。 
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 ２．２ 計測概要 
   ● ：免震装置の変位計測 
      ：基礎梁の変位･ひずみ計測 
  1 工区   0 日（7/14） 2 工区  18 日（8/1） 
  3 工区  41 日（8/24） 4 工区 105 日（10/26） 
  5 工区 118 日（11/8） 
 
図－１ 計測位置と各工区のコンクリート打設日

 計測位置を図－１に、計測の概要を

図－２に、表－１に計測項目と計測機

器を示す。 
 １工区での計測項目は基礎梁の軸

方向変形、コンクリートひずみ、鉄

筋ひずみ、および免震装置の水平変 
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形である。免震装置の水平変形は

１工区以外に 3、4 工区において

も、ダイヤルゲージで計測を行な

った。 
 基礎梁の軸方向変形の計測は高

感度変位計と光学式変位計を梁側

面に取付けて行なった[２]。 
 コンクリートひずみは埋込み型

ひずみ計で、鉄筋ひずみは溶接ゲ

ージで計測を行った。なお、埋込

み型ひずみ計、および溶接ゲージ

は曲げ成分によるひずみを取り除

き、材軸方向成分のみを取り出す

ために上下２個所に取付けた。 

図－２ 計測概要 

表－１ 計測項目および計測器 
部位 計測項目 計測機器 

高感度変位計 
免震装置 水平変形 

ダイヤルゲージ 
高感度変位計 

軸方向変形 
光学式変位計 

コンクリートひずみ 埋込み型ひずみ計 
鉄筋ひずみ 溶接ゲージ 

基礎梁 

コンクリート温度 熱電対 
乾燥収縮量(現場） 埋込み型ひずみ計 

供試体 
乾燥収縮量(恒温恒湿室） コンタクトゲージ

免震層 温湿度 温湿度計 
 

 免震装置の水平変形は、ベース

プレートを基準として高感度変位

計、およびダイヤルゲージを用い

て X、Y の２方向の相対変位を計

測した。変形の原点はコンクリー

ト打設前の変位計を取付けた時点

とした。 
 全工区においてコンクリート打設時に、寸法が 100×100×400(mm)のコンクリート供試体を

作成し、乾燥収縮ひずみを計測した。供試体数は３体で、内１体はゴム系コーティング材でシー

ルを行なった。供試体は現場に設置し、乾燥収縮ひずみは埋込み型ひずみ計により計測した。な

お、標準状態での乾燥収縮ひずみを計測するため、気温 20℃、湿度 60％の恒温恒湿室にも３体

を設置し計測を行なった。コンクリート温度は熱電対により、気温、湿度は温湿度計により計測

した。 
 
 ３． 計測結果 
 ３．１ 気温、コンクリート温度および湿度 
 気温、コンクリート温度および湿度の計測結果を図－3 に示す。なお、経過日数は１工区のコ

ンクリート打設日(7 月 14 日)を基準とした。 
 気温は材齢 50 日程度までは約 30℃で一定であるが、それ以降は材齢 190 日程度まで 50 日で

10℃の割合で低下している。その後、気温の上昇が見られる。コンクリート温度はコンクリート

打設直後の硬化に伴う水和熱により、気温より高くなっているが、材齢１週間程度で気温と同程

度になっている。その後は気温と同じ温度変化を示し、材齢 190 日程度まで 50 日で 10℃の割合

で低下している。その後、気温の上昇に伴ってコンクリート温度も上昇している。 
 湿度は季節によりかなり変動しているが、計測期間中の平均は 70％程度と高湿な状態となって

いる。これは免震層が地下階であり、躯体工事中は排水が完全でないためと考えられる。 
 ３．２ 供試体のひずみ 
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 図－４に各コンクリート打設日を

基準とした供試体のひずみの経時変

化を示す。図中のひずみは温度変化

によるひずみ成分を除いた乾燥収縮

ひずみである。 
 ひずみの経時変化について見ると、

湿度変化の影響を受けてひずみが減

少する供試体もあるが、概ね同様な

経時変化を示しており、各工区のコ

ンクリートは同様な性状と考えられ

る。シールを行なった供試体のひず

みは、シールを行なわない供試体に

比べて 100μ程度少ない。設置場所

が高湿なためシールの有無による影

響が少なくなったと思われる。恒温 
図－３ 気温および湿度 

恒湿室に設置した供試体のひずみは、現場に設置した供試体のひずみに比べて大きくなっている。 
これは現場の平均湿度が約 70％であるのに対し、恒温恒湿室の湿度は 60％であるため、乾燥収

縮ひずみが大きくなったと考えられる。 
 既往の乾燥収縮ひずみの算定式と計測値の比較を行なう。乾燥収縮ひずみの算定式は「プレス

トレストコンクリート設計施工基準・同解説」による式（1）、今本らによる式（2）を用いた［3、
4］。なお、計算に用いた湿度は各供試体ごとの平均値とした。 
 
   Ｓｔ-ｔ０＝Ｓn（φｔ-φｔ０）/φｎ （1） 
     φｔ＝ａ b1 /（1.5+0.25ｔ）  （ｔは週）  
     Ｓn＝5×10-4ａb2  （a=1.0、b1=b2＝0.5）  
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 図－４ 供試体の乾燥収縮ひずみ 



     φｎ ： クリープ係数最終値、Ｓn ：最終乾燥収縮ひずみ（×10－6） 
     Ｓｔ-ｔ０：t０以降における乾燥収縮ひずみ 
   ε(t,t０)＝ε０･[(t-t０)/{(t-t０)＋β}]  （2） 
     ε(t,t０)：乾燥開始材齢 t０における材齢 t 日の乾燥収縮ひずみ 
     ε０：終局乾燥収縮ひずみ（×10－6）、ε０=ｋ1･ｋ2･ｋ3･ｋ4、β=ｋ5 
     ｋ1：相対湿度の係数、ｋ1=1100exp(‐0.0069R.H.)、R.H.：相対湿度(％) 
     ｋ2：標準養生 28 日圧縮強度の係数、ｋ2=1.27exp{-0.0039(f28/f0)} 
     f28：標準養生 28 日圧縮強度(MPa)、f0：１(MPa) 
     ｋ3：体積表面積比の係数、ｋ3=exp{[-0.0017(f28/f0)+0.00485]･[(v/s)/l0‐2.22)]} 
     v/s：体積表面積比(cm)、l0=１(cm) 
     ｋ4：乾燥開始材齢の係数、ｋ4=1.32(t０/ti)－0.192、ti：１（日） 
     ｋ5：乾燥速度に関する体積表面積比の係数 
     ｋ5=20.0exp{[-0.00153(f28/f0)+0.0968]･[(v/s)/l0‐2.22)]} 
 
 計算結果を図－４に併記する。式（1）は実構造物を対象にした式であり、供試体に対しては

部材断面寸法の影響を表す定数ａを過小評価している。このため式（1）は計測値を過小評価し

ている。式（2）は湿度の変化のない恒温恒湿室に設置した供試体に対しては良い対応を示して

いるが、湿度変化のある現場に設置した供試体に対しては過大評価している。 
 ３．３ 基礎梁のコンクリートひずみ 
 図－5 に基礎梁のコンクリートひずみεｃの経時変化を示す。ひずみの原点はコンクリート温度

が気温と等しくなった材齢 6 日を基準とした。図中には計測したコンクリートひずみεｃから温

度変化の影響を取除いた乾燥収縮ひずみεｓ、および計算値も併記してある。 
 コンクリートひずみεｃは各梁とも同様な経時変化を示し、コンクリート温度の低下する材齢

50 日程度から急激にひずみが増加し、材齢 190 日程度からコンクリート温度の上昇に伴い、ひ

ずみの減少が見られる。一方、乾燥収縮ひずみεｓは、湿度が高くなる材齢 50 日以降ひずみの増

加率が減少している。コンクリートひずみεｃに占める乾燥収縮ひずみεｓは３～４割程度で、コ

ンクリートひずみεｃの主成分は約 6～７割を占める温度変化によるものと言える。 
 コンクリートひずみの計算においては、実測した熱線膨張係数γを用いて温度変化Δｔによる

影響を式（1）、（2）に加味した式（3）、（4）によった。なお、梁断面が 1800×500×4425～
7725(mm)と大断面であることに加えて、鉄筋量比ｐg が最大 0.7％程度であるため、鉄筋による

ひずみの拘束は無視した。 
 
   Ｓｔ－ｔ０＝Ｓn（φｔ-φｔ０）/φｎ+γ Δt （3） 
   ε(t,t０)＝ε０･[(t-t０)/{(t-t０)＋β}] +γ Δt （4） 
     γ=6.93×10－6／℃ 
 
 基礎梁２については、乾燥収縮ひずみεｓ、コンクリートひずみεｃともに良い対応を示してい

るが、基礎梁３については、計算値が計測値を 100μ程度上回っている。 
 図－６に梁の軸方向変形の経時変化を示す。図中の計算値は式（3）、（4）で得られた乾燥収縮

ひずみに計測区間長を掛けて求めた。いずれの基礎梁の計算値も計測値と良い対応を示しており、 



基礎梁の軸方向変形は乾燥収縮ひずみεｓ

に温度変化を考慮することで予測できる。

また、基礎梁の軸方向変形は乾燥収縮と温

度変化によるものと言える。 
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 ３．４ 免震装置の水平変形 
 図－７に全体座標系による免震装置の水

平変形の経時変化を示す。水平変形の基準

はコンクリート打設前の状態とした。 
 免震装置１は材齢とともに変位が増加し

ている。免震装置３は材齢 40 日程度まで

は１工区の中心方向に変形が進んでいるが、

その後は２工区のコンクリート打設の影響

を受け２工区側へ変形方向が変化している。

免震装置の水平変位は材齢約 190日にかけ

て減少傾向にある。 

図－５ 基礎梁のコンクリートひずみ 
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 基礎梁の軸方向変形が乾燥収縮と温度変

化に起因するものであると言えるため、免

震装置の水平変形についても、乾燥収縮と

温度変化によるひずみより変位を計算する。 
 免震装置の水平変位の計算は、免震装置

間の距離に式（3）により求められるひず

みを掛けて求めた。なお、ひずみに掛ける

免震装置間の距離は、免震装置１、３が均

等に変形すると仮定した１工区の 1/2 の長

さと、一方の免震装置に変形が集中すると

仮定した１工区の全長の 2 つを用いた。 
図－６ 基礎梁の軸方向変形 免震装置 1 の水平変位は計算値との比較

より免震装置１‐３間の梁の軸方向変形が

免震装置１に集中した形となっている。免

震装置３の水平変位は他工区の影響を受け、

単純な算定では求まらず、施工工程の影響

を考慮する必要がある。 
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式（３）：1工区の1/2の長さ

式（３）：１工区の全長

計測値

計測値

式（３）：１工区の全長

式（３）：１工区の1/2の長さ

 
 ４． 解析 

 免震層上部の基礎梁を平面に置換し、解

析プログラムを使って乾燥収縮、温度変化

による免震装置の変形量を算定する［5］。 
 解析条件として、コンクリート温度を気

温と同様に変化するものとして材齢 50 日

までは 30℃、以降 50 日～200 日までは 50 図－７ 免震装置の水平変形 



日で 10℃低下し、200 日以降 50 日で

10℃上昇するとした。工区分けと工事

工程は実状に合わせた。また、免震装

置の拘束による応力は影響が小さいの

で無視した。クリープ係数と乾燥収縮

ひずみ最終値は基礎梁の計測結果を基

に式（1）の値を用いた。 
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マーカ付は解析結果

図－８に免震装置１、３、５の X 方

向の変形量について解析結果と計測結

果を示す。解析値は免震装置３の変形

方向の逆転も再現できており、計測値 
図－８ 計測値と解析値の比較 

と概ね適合している。免震装置の水平変位は乾燥収縮、温度変化および実際の施工状況を考慮し

た逐次計算により予測が可能であり、乾燥収縮等よる免震装置の水平変位を最小にする工区分け

の設定が可能になる。 
 
 ５． まとめ 

 大型免震構造物の施工に際し、コンクリート供試体、基礎梁のコンクリートの乾燥収縮、およ

び免震装置の水平変形の計測を行なった。計測結果と既往の計算式、および解析プログラムなど

から導き出された結果との比較、検討を行ない以下の知見が得られた。 
１）供試体の乾燥収縮ひずみは、湿度変化を受けない場合には計算式と良い対応を示す。 
２）基礎梁の軸方向変形は、乾燥収縮と温度変化によるひずみより計算することができる。 
３）免震装置の水平変形は、基礎梁コンクリートの乾燥収縮と温度変化によるものと考えられる。

また、逐次計算により免震装置の水平変位の予測が可能である。 
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